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2年前、つくば地域で同事業に関係していた6研
究教育機関（森林総研、産総研、物材研；以上先
行3機関、農研機構、筑波大学、農環研；以上本
シンポジウム主催3機関）が「男女共同参画宣言」
をうたい上げました。本シンポジウムは、その後
の活動や環境の変化を振り返り、今後の活動の方
向を探るために開催されました。
9月5日（月）13時からつくば国際会議場で行

われたシンポジウムには、100名以上が参加しま

した。その4割が男性で、つくば地域の男女共同
参画意識の高さがうかがえました。
主催者を代表した八巻農研機構理事の開会挨拶
の後、岡島内閣府・男女共同参画局長の挨拶が読
み上げられました。Bennett博士（米国Rutgers
大学）による「米国における女性研究者のキャリア
構築」と題した基調講演に続き、有賀博士（北海
道大学女性研究者支援室長）には特別講演「キャリ
ア継続からキャリアアップへ─男性が不平等感を
抱かない女性研究者支援のあり方─」として、北
海道大学で実践されている活動「北大F3プログラ
ム」をご紹介いただきました。
プログラム後半では、主催3機関の代表から現
在行っている活動が紹介され、その後、有賀博士
を座長として先行3機関の代表を加えた討論会が
行われました。Bennett博士にコメントをいただ
きながら、各機関がつくば地域と関わり合いなが
ら活動を実践する様子が紹介されました。最後に、
つくば地域の多様な機関同士の緩い連携を「つくば
モデル」として育てていくことが提案されて閉会
されました。
 （企画戦略室　板橋　直）
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8月5日（月）、米国農務省農業研究サービスの
ウチミヤ博士（Dr. Sophie M. Uchimiya）をお招
きし、ご自身のキャリアや生活の様子に加え、米
国連邦職員としての待遇が職員のワーク&ライフ
バランスの維持に役立っている様子をご紹介いた
だきました。
週40時間の労働時間を同じ週内で自由に配分で
きたり、病気や妊娠・出産などで長期の休みが必
要な職員に同僚の有給休暇を寄付できる仕組みな
ど先進的な制度が紹介されました。これらの制度
は、女性が子育てや介護をしながら働き続けるた
めの助けとなり、現在全常勤職員のうち女性の割
合は42％となっているそうです。一方で、こうし
た制度は、1990年頃から時間をかけて整備されて
きたとのことです。

米国農務省の先進的な諸制度や研究体制につい
て、30名ほどの参加者は時間いっぱいまで賑やか
に討議していました。

女性研究者研究活動支援事業によるイベント

海外女性研究者ロールモデル講演会
「アメリカ農務省の女性研究者：農業研究サービス人員計画における被雇用者と組織の利益」

つくば3研究教育機関男女参画シンポジウム
「多様性とそのマネジメント ～つくばにおける男女参画共同宣言とこれから～」

文部科学省科学技術人材育成費補助事業　女性研究者研究活動支援事業（旧・女性研究者支援モデル育成事業）について
　この事業は、女性の科学分野への進出が遅れている我が国の現状を改善するため、女性研究者が研究と出産・育児等の両立や、その能力を十
分に発揮しつつ研究活動を行える仕組み等を構築するモデルとなる優れた取組を支援する目的で行われています。農環研では、H21年度から「双
方向キャリア形成プログラム農環研モデル」として同事業を実施してきました（No.89 p12、No.90 p12に関連記事）。

講演会後に参加者と談笑するUchimiya博士（左端）

Bennett博士、有賀博士、討論に参加した
6研究教育機関代表者（左から）
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